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「アンブレラ産業」を軸とした国際競争力強化のための
研究開発戦略立案手法の開発と

先端計測分析技術・機器開発事業への期待

２００９年９月１８日

 

先端計測分析技術・機器開発小委員会（第５期第２回）
資料３
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技術の色々な分野・領域

社会ニーズ

社会ビジョン

目指す社会の姿

地球規模問題

 
の解決

生活の質の向上

国際的な
産業競争力

科学の専門分野

要素技術

科学技術の基盤の充実とフロンティアの拡大

ニーズの構造化
＝包括的な社会ニーズをその実
現につながる要素に構造化

重点研究開発領域
・課題

要素技術

戦略プロポーザ
 ル

技術への要求仕様
・技術課題

CRDSにおける研究開発戦略の切り出しの方針

産業技術ユニット
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産業連関表とは

産業技術ユニット

その他、地域産業連関表（日本の９地域を対象に、経済産業省が５年ごとに作成）、都道府県・市

 
産業連関表（都道府県・市を対象に、都道府県・市がおおむね５年ごとに作成）、国際産業連関表

 
（国際間取引を詳細に記述したもので、経済産業省やアジア経済研究所が作成）などがある

連関表の種類 作成機関
作成頻

 
度

最新

 
年

産業分

 
類数

日本

産業連関表

（基本表）

総務省を中心

 
とする１０府

 
省庁共同作

 
業による

５年に

 
1回 2000 516、

 
188

延長産業連

 
関表

経済産業省

 
が基本表に

 
基づき推計･

 
作成

毎年 2007 50、73 、

 
(186)

OECD 
諸国

INPUT- 
OUTPUT 

DATABASE
OECD ５年に

 
1回 2000 48
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2008年各国のGDP年推移
 

（1990－2014年）

IMF, World Economic Outlook Database, April 2009 , current prices を元にCRDSで作成

2009年以降はIMFによる推定値（Billion US$）

米国

独国

日本

中国

英国

仏国

GDP

 

2008年
（Billion US$）

米国 14,265 

日本 4,924 

中国 4,402 

ドイツ 3,668 

フランス 2,866 

英国 2,674 

インド 1,210

産業技術ユニット

2008年

インド
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2007年一人当たりGDP上位３０カ国

IMF, World Economic Outlook Database, April 2009 , current prices を元にCRDSで作成

Switzerland, Singapore, New ZealandはIMFによる予測値

（US$）

米国 ドイツ 日本（22位）
US$ 34,318

英国 フランス

産業技術ユニット
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各国（OECD加盟国）の輸出依存度とGDP（2007年）
OECDデータをもとにCRDSで作成

産業技術ユニット
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米 8.5%

独 47.0%

日本 16.6%

伊 27.6%

英 20.3% 仏 25.9%

韓 28.6%
蘭 74.2%
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粗付加価値額と輸出額およびその割合の10年前との比較

2007年

1997年

産業技術ユニット

粗付加価値額：508兆9,393億円 輸出額：92兆4,113億円

一次産業
6兆5,534億円
（1.3%）

製造業
100兆9,481億円
（19.8%）

建築・土木・電気・ガス等
42兆317億円
（8.3%）

サービス業
358兆1,070億円
（70.4%）

一次産業
1,210億円
（0.1%） 製造業

72兆9,373億円
（78.9%）

サービス業
18兆8,549億円
（20.4%）

建築・土木・電気・ガス等
4,458億円
（0.5%）

簡易延長産業連関表（時価）よりCRDSで作成

粗付加価値額：529兆7,928億円 輸出額：

 

58兆3,650億円

一次産業
9兆2,553億円
（1.7%）

製造業
121兆3,630億円
（22.9%）

建築・土木・電気・ガス等
56兆9,927億円
（10.8%）

サービス業
339兆1330億円
（64.0%）

一次産業
1,035億円
（0.2%） 製造業

46兆4,213億円
（79.5%）

サービス業
11兆1,566億円
（19.1%）

建築・土木・電気・ガス等
2,240億円
（0.04%）
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簡易延長産業連関表（７３部門、時価）を利用しCRDSで作成

電子応用装置・電気計測器
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生
産
額

うち粗付加

 
価値額

国内生産額に占める粗付加価

 
値額の割合（右目盛り）

（10億円） （10億円） （％）（％）

精密機器には、以下が含まれる。
• 分析機器：光分析装置、電磁気分析装置、クロマト装置など
• 試験機：材料試験機など
• 顕微鏡・望遠鏡
• 光学器械用レンズ・プリズム
• およびこれら機器の部品

その他、輸血装置などの医療用機器、医療用品、時計、カメラ

 
（デジカメは除く）、映画用機械なども含まれている

電子応用装置・電気計測器には、以下が含まれる。
• X線装置：医療用X線装置、産業用X線装置
• 医療用電子応用装置：医療用加速装置、物質反応装置、

 
MRI、CTスキャンなど

• 超音波応用装置：魚群探知機
• 電子顕微鏡
• 半導体・IC測定器：集積回路測定器、半導体特性測定器
• 工業計器：計測制御装置、温度・熱量自動調節装置
• およびこれら機器の部品

計測・分析機器が含まれる産業の国内生産額と粗付加価値額

国
内
生
産
額

うち粗付加

 
価値額

国内生産額に占める粗付加価

 
値額の割合（右目盛り）

産業技術ユニット
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簡易延長産業連関表（７３部門、時価）を利用しCRDSで作成

2007年輸出額上位20産業の輸出入額と貿易収支
産業技術ユニット

（10億円）

電子応用装置・電気計測器
輸出額：1兆7300億円
輸入額：9800億円
貿易収支：7510億円

精密機械
輸出額：1兆5800億円
輸入額：1兆7200億円
貿易収支：－1420億円

輸出額

輸入額

貿易収支
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簡易延長産業連関表（７３部門、時価）を利用しCRDSで作成

電子応用装置・電気計測器
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輸
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貿易主要製

 
品の分析

（2000年産業

 
連関表基本

 
表より）

（

 

）の数値単

 
位：億円

輸出品：◆電気計測器（半導体・IC測定装置、工業

 
計器、医療用・産業用X線装置、医療用計測器、同

 
部品など）（55% 6,900）、◆電子応用装置（医療用

 
電子応用装置：MRI、CTスキャン、医療用粒子加

 
速装置、医療用放射線物質応用装置、同部品な

 
ど）（45%、

 

5,700）

輸入品：◆電気計測器（63% 3,300）、◆電子応用

 
装置（37%、1,900）

輸出品：◆その他の光学機械（光学機械用ﾚﾝｽﾞ・ﾌﾟﾘｽﾞﾑ、顕

 
微鏡、映画用機械・同付属品など）（32%、3,900）、◆分析器・

 
試験機・計量器・測定器（23%、2,800）、◆カメラ（除くﾃﾞｼﾞｶﾒ）

 
（2,000）、◆医療用機械器具（診断用機械器具、病院用器具

 
など。除く医療用計測器及びX線装置）（1,500）、◆時計

 
（1,300）、◆理化学機械器具（670）

輸入品：◆医療用機械器具（35%、3,800）、◆時計（21% 、

 
2,300）

計測・分析機器を含む産業の輸出入額

2007年
輸出額：1兆7300億円
輸入額：9800億円
貿易収支：7510億円

2007年
輸出額：1兆5800億円
輸入額：1兆7200億円
貿易収支：－1420億円
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経済産業研究所JIP 2009データベースを利用しCRDSで作成

（円）

2006年

 

産業ごとの従業者数

産業の種類
従業者数

 
（千人）

全産業に占める

 
割合（％）

一次産業 2,980 4.6 

製造業 11,344 17.7 

建築・土木・電気・ガス等 5,985 9.3 

サービス業 43,879 68.3 

分類不明 11 0.0 

合計 64,199 100.0 
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計測・分析機器を含む産業の
マンアワーと労働生産性（マンアワーあたり）の推移（1996-2006）

マンアワー（百万人×年間総実労働時間）

経済産業研究所JIP 2009データベースを利用しCRDSで作成

労
働
生
産
性
（
マ
ン
ア
ワ
ー
あ
た
り
）

（円）

2006

精密機器

1996電子応用装置・

 
電気計測器

2006

2001

1996

自動車部品・同付属品自動車 1996

2006
1996

2006

2006年

 

従業者数

 

（千人）

電子応用装置・電気計測器 87

精密機器 188

自動車 282

自動車部品・同付属品 758
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経済産業省研究開発課、産業構造審議会産業技術分科会研究開発小委員会（第２３回）-配付資料5

産業技術ユニット

【自動車】
３４％、５１兆円
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HDD ,
US$73.39,
51%

組立＆テ
スト,
US$3.7,
 3%

ビデオプロ
セッサ,
US$8.36,
 6%

その他,
US$33.2,
 23%

ディスプレ
イ,

US$20.39,
14%

マイクロプ
ロセッサ,
US$4.94,
 3%

東芝

東芝松下
ﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲ
ﾃｸﾉﾛｼﾞｰ

US$73.39のうち日本企業の

 
利益：US$19.45 （26.5%）

日本のアンブレラ産業の弱さとエレメント産業の強さを示す製品例

←

 

iPod第5世代1台コスト内訳（合

 
計US$144）

iPod

コスト

 

US$144 Appleの利益

 

US$125

日本企業の利益の

 
合計：US$25.3 
（Appleの利益の20%）

US$20.39のうち日

 
本企業の利益：

 
US$5.85 （28.7%）

西岡幸一,「グローバルなイノベーション・システムの中で誰が価値を獲得しているか」,日

 

経マイクロデバイス 2007.8, p191

水

日本企業の海外受注

 
実績はほとんど無し

日本企業の海外受注

 
は年間数千億円

日本企業のシェアは

 
高いが、海外受注は

 
年間約１千億円

左図：日経ビジネス2008.6.30、左図コメントおよび右図：産業競争力懇談会（COCN）、「水処理と水資源の有効活用技術」

携帯電話

その他
23% 三洋電機

30%

ソニー
30%

松下電池工業
17%

東芝松下ディスプレイ
テクノロジー
12%

エプソンイメージング
デバイス
10%

韓国サムスン電子
9%

日立ディスプレイズ
7%

シャープ
21%その他

41%

中小型液晶ﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｰ

ﾘﾁｳﾑイオン電池

電子部品：日経新聞2008.1.1より、携帯電話：

 

日経新聞2008.1.31より

ノキア
38%

その他
18%

LG電子
7%

ソニー･エリクソ
ン
9%

モトローラ
14% サムソン電子

14%

携帯電話世界シェア
総販売台数11億4410万台

 

米IDC 
2007年

電子部品世界シェア

（青は日本企業）

LargePore + 
NanoFiltration  +  
MicroFiltlation

SeaWater Reverse 
Osmosis

全種類
(SeaWater ReverseOsmosis)
(NanoFiltration +BrackishWater 
Reverse Osmosis)
(LargePore +  MicroFiltlation + 
Ultrafiltration)

現状 2025年

産業技術ユニット
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日本の産業の国際競争力の特徴

産業の国際競争力の指標

◆大きな世界シェアを占める製品

自動車用鋼板、FPDやLiイオン2次電池

 
などに使用される機能性有機材料、 IC 
などに使用される機能性ｾﾗﾐｯｸｽ、多関

 
節ﾛﾎﾞｯﾄ

◆最終組み立て製品として世界

 
シェアの掌握を逸しているが、そ

 
れらの部品・材料として世界シェ

 
アを占める製品

携帯電話端末のｾﾗﾐｯｸ・ｺﾝﾃﾞﾝｻｰ、ﾘﾁｳ

 
ﾑｲｵﾝ電池、水晶部品、有機薄膜

アップル社iPodのHDD、ﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲ

◆輸出額、貿易収支に寄与して

 
いるトップ製品

自動車関連製品、機械関連製品、電

 
子・通信・情報関連製品、化学製品を含

 
む材料関連製品など

◆直近７年で輸出額の上昇モーメ

 
ンタムが大きい製品

プラスチック製品（機能性プラスチック）、

 
ゴム製品（タイヤ）

 

、ガラス・ガラス製品

 
（光学ガラスを中心とした機能性ガラス

 
製品）

 

、特殊産業機械など

◆アメリカの労働生産性と比肩す

 
る化学産業と輸送産業

原田泰「国際価格で評価した産業別労働生産性計測の試

 

み」大和総研、2007年5月15日

世界シェア 生産性輸出額

•自動車や機械関連などの一部の最終組み立て製品が、世界シェアを優位に占め、国際競争力

 が強い
•日本の部品・材料および特殊素材は国際競争力が極めて強く、

 

日本のみならず世界の最終組

 み立て製品の中に組み込まれ、それらの国の製品の付加価値向上に大きく寄与している

産業技術ユニット

化学産業

輸送産業
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◆アンブレラ産業

部品や材料を組み合わせ、システムとして構築したもの、あ
 るいはそれらハード技術と、全体システムとして最適な機能を

 発揮するためのソフトウェア技術とを組み合わせ、付加価値
 の大きなシステムを構築し、産業連関的にも、社会的・経済

 的にも大きな価値を生み出すシステムを生産する産業。

◆アンブレラシステム

アンブレラ産業が生産する製品。場合によってはヒューマン
 ウェアと組み合わせ、より多様な価値を創出することができる。

アンブレラ産業とエレメント産業の定義

Picture: http://www.pref.ishikawa.jp/siro-niwa/new/ivent/yukituri.htm

◆エレメント産業
アンブレラシステムに組み込まれる構成要素とし

 ての部品・材料や、独立性の強いソフトウェア技術
 をエレメントと定義し、それらを生産する産業。

産業技術ユニット
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1. 地球規模課題の解決を指向したものであること

2. その産業を創造するには、科学技術イノベーション
 を必要とすること

3. 社会的・経済的価値が大きく、日本のＧＤＰ向上に
 大きな貢献ができるものであること

4. 日本が創造することが世界的にも優位で、日本は
 そのポテンシャルを有し、世界からも期待されてい
 ること

「CRDSアンブレラ産業」創出の条件

産業技術ユニット
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「CRDSアンブレラ産業」一覧（１）

産業技術ユニット

*原丈人，「21世紀の国富論」，平凡社(2007) 

中期 長期 超長期

核融合発電システム New

高温ガス炉発電システム Replace

高速増殖炉 Replace

次世代軽水炉発電システム Incremental

太陽エネルギー利用システム Incremental

重質油改質システム New

排熱利用システム New

石炭からの水素生産システム New

移動通信機器用エネルギーシステム（新型発電・
電池）

Replace

家庭用エネルギーシステム（新型発電・電池、太
陽電池、燃料電池、マイクロガスタービン）

Replace

オフィス用エネルギーシステム（新型発電・電池、
太陽電池、燃料電池）

Replace

極限環境地域（深海、極寒、砂漠）の工業資源開
発システム

New

低濃度鉱石からの有意元素の回収システム New

海水からの有意元素の回収システム New

資源の循環利用 工業製品生産のための再資源化・新資源創造 Incremental

環境産業（環境負荷低減） CO2固定化 CO２固定化貯留システム New

人の高度な判断を支援・代行できるシステム Incremental

人が発する情報を処理・理解・表現・伝達するシ
ステム

Incremental

場所と時間を選ばないコミュニケーションシステム Incremental

安全安心な社会を実現する
情報通信システム

総合情報処理システム（医療、社会インフラ、輸
送機械、基幹産業など）

Incremental

エネルギー産業
（低炭素エネルギー社会

創造）

温暖化ガス排出量削減
のための原子力エネル
ギー利用発電

基幹エネルギー生産シ
ステムの多様化

情報通信産業
（人を中心とした情報通

信）

使っていることを感じさ
せずどこにでも遍在し利
用できるコミュニケー
ション（PUC）システム*

産業分類

資源開発産業
（新工業資源創造）

希薄資源と難可採地域
にある資源の回収量の

拡大

分散エネルギー源の多
様化

MGUP
経済効果アンブレラ産業アンブレラ産業の目的
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「CRDSアンブレラ産業」一覧（2）

産業技術ユニット

*原丈人，「21世紀の国富論」，平凡社(2007) 

低環境負荷海上輸送 低環境負荷船舶 Incremental

電気航空機 Replace

スーパーエコ航空機 Incremental

電気自動車（新型電池） Replace

燃料電池自動車 Replace

自動運転モビリティで構成する交通システム New

低環境負荷交通システム（コンパクトシティ、コン
パクトタウンに対応）

Incremental

シームレスモビリティシステム（公共交通機関と個
人移動手段の共存）

Incremental

需要に即応し、多様な作物を安定的に生産できる
植物工場

New

植物の育種、生育環境の制御による露地での安
定生産システム

New

水産食料資源の陸上施設での安定生産システム New

時間・空間を超えた診断・治療・リハビリシステム New

パーベイシブモニタリングによる最適な生活スタイ
ル提示システム

New

経年劣化および地震による人命・経済活動への
被害の最小化システム

New

地震被害の軽減および即時復旧が可能な建造物 New

経年劣化を検知および制御できる建造物 New

教育産業（持続的な生産活動
を支える人材育成）

国際社会で活躍できる
人材の育成

多様な人と競争・協調できる能力の幼児・学齢期
からの教育システム

New

食料産業
（持続可能な食物生産）

食物の安定生産

建設産業
（強健な国の基盤づくり）

大災害を未然に防ぎ生
産・社会活動を支障なく
継続できる都市基盤の

構築

医療産業
(健康寿命延伸のための総
合健康管理システム）

時間・空間を超えた疾病
予防・診断・治療

輸送産業
(低炭素・省エネ型輸送、
新交通システム)

低環境負荷航空輸送

低環境負荷陸上輸送

低環境負荷輸送の全体
最適化

中期 長期 超長期経済効果
MGUP

産業分類 アンブレラ産業の目的 アンブレラ産業
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研究開発戦略におけるイノベーティブなシステム課題および社会的課題

エ
レ
メ
ン
ト
産
業
分
類
（簡

 
易

 
延

 
長

 
産

 
業

 
連

 
関

 
表

 
に

 
基

 
づ

 
く

 
）

各
産
業
の
経
済
指
標

（粗
付
加
価
値
額
、
輸
出
額
、
お
よ
び
従
業
者
数
と
生
産
性
の
ト
レ
ン
ド
）

関
連
す
る
新
科
学
技
術

研究開発戦略立案のための産業技術俯瞰図の概念図

CRDSアンブレラ産業分類
（エネルギー産業、資源開発産業、環境産業、情報通信産業、輸送産業、食料産業、医療産業、建設産業、教育産業）

CRDSアンブレラ産業
MGUP* の3世代

CRDSアンブレラ産業が実現した際の経済効果

超長期 長期 中期

New Incremental Replace 

CRDSアンブレラ産業の目的
（CRDSアンブレラ産業をMGUP*で世代発展的に創造していく際に掲げる目的）

産業技術ユニット

研究開発戦略におけるイノベーティブな
エレメント課題

*Multi-generational Umbrella Plan
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システム課題および社会的課題

エ
レ
メ
ン
ト
産
業
分
類

関
連
す
る
新
科
学
技
術

産業技術俯瞰図を用いたイノベーション誘発のシナリオ

CRDSアンブレラ産業

産業技術ユニット

横断技術課題の解決による

複数のCRDSアンブレラ産業

 
の共通機能を獲得するため

 
にクリティカルなエレメント課

 
題を横断的に括りだし、解決

 
する。それによって、複数の

 
CRDSアンブレラ産業の実現

 
までの距離を一斉に縮める。

海外の
アンブレラ産業

技術パッケージの解決による
あるCRDSアンブレラ産業を

 
実現するためにクリティカルな

 
エレメント課題をパッケージで

 
解決する。それによって、ひと

 
つのCRDSアンブレラ産業を

 
迅速に実現する。

科学技術の発見・発

 
明による成果をシス

 
テムに組み上げたエ

 
レメント産業を起点

 
に、新しいアンブレラ

 
産業を創造する

アンブレラ産業牽引型

エレメント新科学

 技術駆動による

 アンブレラ産業創

 造型

新
アンブレラ産業



22産業技術ユニット

輸送産業の科学技術イノベーションのための研究開発の推進指針

アンブレラ
産業の目的

システム課題

低環境負荷
海上輸送

低環境負荷
海上輸送

長期

超長期

低環境負荷輸送の
全体最適化

低環境負荷輸送の
全体最適化

電気自動車（新型電池） 自動運転モビリティで構成する
交通システム

中期

低環境負荷交通システム
（ｺﾝﾊﾟｸﾄｼﾃｨ、ｺﾝﾊﾟｸﾄﾀｳﾝに対応）

ｼｰﾑﾚｽﾓﾋﾞﾘﾃｨｼｽﾃﾑ

電気航空機

低環境負荷船舶

燃料電池自動車

スーパーエコ航空機

白金ﾚｽ燃料電池の新規触媒の開発、磁

 

性元素の存在形態および微細構造制御

 

による高出力ﾓｰﾀｰの開発

ハイパワーかつ長寿命な新型電池の開発、

 

充放電時の電極での元素の存在状態の

 

解明および電解質でのｲｵﾝの移動機構の

 

解明とそれらの計測技術の確立

ナノ炭素繊維複合材料開発、高分子材料

 

の長寿命化技術開発、ナノレベル表面制

 

御による境界層制御低抵抗化設計

関連する新科学技術；

 

【合成樹脂、ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ製品関連、窯業・土石製品、鉄鋼、非鉄金属、金属製品】材料の水素脆化機構の解明、新機能（磁性、導電性など）発現化技術、材料の劣化

 

機構の解明、高純度化技術と微量添加元素の機能発現における役割解明、微細構造観察技術と微細構造制御のためのﾀﾞｲﾅﾐｸｽ解明、導電性材料の透明化機構解明

 

【石油製品・石

 

炭製品】材料の水素脆化機構の解明

 

【電子計算機・同付属装置、半導体素子・集積回路、電子部品】人間の情報処理機構の解明、ﾃﾞｨﾍﾟﾝﾀﾞﾋﾞﾘﾃｨ技術、ﾈｯﾄﾜｰｸｱｰｷﾃｸﾁｬ

 

【乗用車、そ

 

の他の輸送機械、運輸】人間の情報処理機構の解明、ﾃﾞｨﾍﾟﾝﾀﾞﾋﾞﾘﾃｨ技術、大規模情報処理技術、ﾈｯﾄﾜｰｸｱｰｷﾃｸﾁｬ、超高速ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ技術

 

【精密機械】ﾈｯﾄﾜｰｸｱｰｷﾃｸﾁｬ

 

【調査・情

 

報サービス関連】大規模情報処理技術、人間の情報処理機構の解明、ﾅﾚｯｼﾞﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ技術、ﾃﾞｨﾍﾟﾝﾀﾞﾋﾞﾘﾃｨ技術、

 

【システム課題】大規模情報処理、ﾅﾚｯｼﾞﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ技術

人間の危機管理能力の理解に基づくﾘｱﾙﾀ

 

ｲﾑ画像処理技術やﾘｱﾙﾀｲﾑ画像・音声認

 

識技術の開発

電子制御系のﾃﾞｨﾍﾟﾝﾀﾞﾌﾞﾙ･ｼｽﾃﾑ技術開発

水素貯蔵・輸送機器材料の劣化の発生位

 

置を非破壊検知する技術の開発、水素貯

 

蔵・輸送機器の劣化・損傷の計測・診断の

 

ためのｾﾝｻｰ開発およびｾﾝｻｰﾈｯﾄﾜｰｸ技

 

術開発

低環境負荷
航空輸送

低環境負荷
航空輸送

低環境負荷
陸上輸送

低環境負荷
陸上輸送

都市設計と棲み分け・協同化によるシームレスモビリティシステム

大規模・広範囲における自動車間の
情報通信処理ｼｽﾃﾑ

水素生産･輸送システムとの連携

◆産業の基盤技術における日本の国際競争力の強さ 強い 強くない 今後グローバルに産業の基盤として構築していく必要がある

産業における長・中期計画の範囲

人間の危機管理能力を組み込んだ
ﾘｱﾙﾀｲﾑｾﾝｻｰｼｽﾃﾑ構築による耐故障ｼｽﾃﾑ

非食料ﾊﾞｲｵ燃料製造技術開発

電子制御系のﾃﾞｨﾍﾟﾝﾀﾞﾌﾞﾙ･ｼｽﾃﾑの構築
水素貯蔵・輸送機器材料の

 

劣化の発生位置を非破壊

 

検知する技術の開発

ナノ炭素繊維複合材料開

 

発

ナノ炭素繊維複合材料開発、複合材料の界

 

面制御技術開発、高分子材料の長寿命化技

 

術開発

電子制御系のﾃﾞｨﾍﾟﾝﾀﾞﾌﾞﾙ･ｼｽﾃﾑ技術開発
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1.

 

低炭素社会実現に向けた水素インフラ構築

 のための基盤技術

2.

 

環境負荷を低減し、国際競争力を強化する

 ための産業横断の軽量化技術

3.

 

CO2の大規模な排出量削減・回収・貯蔵のた

 めの材料科学的、地球科学的基盤技術

4.

 

電力・熱・水素エネルギー源の多様化および

 需要の複雑性に即応する、エネルギーネット

 ワーク・トータルコントロールシステムの構築

5.

 

産業の国際競争力の源泉である生産技術か

 ら生産科学の確立

6.

 

時間・空間を越えた総合医療システム（予防

 から病後のアフターケアまで）

7.

 

農業の第二次、第三次産業化を実現するた

 めの基盤技術（ビル農場を例として）

8.

 

資源小国から資源創造立国へと転換するた

 めの極限環境地域からの資源獲得技術

9.

 

持続的経済発展に寄与する人財育成のため

 のサイエンスベースの教育システムの構築

産業技術俯瞰図から切り出した研究開発領域

•「大規模システムの信頼性を向上させる自己適応型のソフトウェア

 
基盤技術」（ＭＥＸＴ）
• 「変化に適応するシステム構築技術」（電子情報通信Ｕ）

•「根圏域研究による植物環境修復技術の実用化」（ライフＵ）
•「植物の活動を自在に制御するシグナリング技術」（ライフＵ）

「変化に適応するシステム

 構築技術」

「空間空隙制御・利用技術」

•「ナノ空間・時間制御材料の開発」（ＭＥＸＴ）
•「ナノ空間創出制御による新材料構築と利用技術」（ナノ、物材Ｕ）

「植物生産の安定化を実

 現するファイトテクノロ

 ジー：根圏域研究の推進」

産業技術Ｕ提案の戦略スコープ案 戦略スコープ2009

産業技術ユニット
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白金レス燃料電

 
池用の新規触媒

 
の開発

材料化学B材料化学A 計測･
分析技術

ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ
軽量かつ高剛性

 
材料の開発

ポーラス合金の
開発

界面制御による
複層型鋼板の開発

結晶構造・微

 
細構造の制

 
御技術開発

計測・分析技術に解決
 が要求される課題

経年劣化を検

 知および制御

 できる建造物

複合材料の界面

 
制御技術開発

燃料電池自動車

・・・

エレメント課題から計測・分析技術が担う研究開発課題を明確化

・・・

計測･
分析技術

計測･
分析技術

産業技術ユニット

計測･
分析技術
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関連する新科学技術；

 

【鉱業】資源新探索技術

 

【合成樹脂、ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ製品関連、窯業・土石製品、鉄鋼、非鉄金属、金属製品】新機能（磁性、

 
導電性など）発現化技術、材料の劣化機構・振動特性の解明、生分解性材料科学、高純度化技術と微量添加元素の機能発現における役割解

 
明、微細構造観察技術と微細構造制御のためのダイナミクス解明、マルチスケールシミュレーション技術

 

【一般機械】ナノ構造制御による放熱

 
技術、極限環境下での機械的特性安定化技術、ネットワークアーキテクチャ技術

 

【再生資源回収・加工処理】合金構成元素の物理的・化学的

 
分離技術

資源の循環利用資源の循環利用希薄資源と難可採地域にある資源の回収量の拡大希薄資源と難可採地域にある資源の回収量の拡大

産業技術ユニット

資源開発産業の科学技術イノベーションのための研究開発の推進指針

アンブレラ
産業の目的

◆産業の基盤技術における日本の国際競争力の強さ 強い 強くない 今後グローバルに産業の基盤として構築していく必要がある

長期

工業製品生産のための
再資源化・新資源創造

中期

耐高圧・耐低温・耐高温・耐乾燥に長期間

 
運転できるプラントの部品・材料の開発、防

 
水・防ガス・耐落盤などに対する安全確保

 
技術、掘削技術開発

脂肪・芳香族ﾊﾞｲｵﾌｧｲﾅﾘｰの技術開

 
発、ﾊﾞｲｵﾏｽ・CO2・二次製品等から有

 
用化学物質の生成技術、CO2の分

 
離・回収技術開発、ｽｸﾗｯﾌﾟ鋼の高級

 
鋼への転換技術、ﾘｸﾞﾆﾝ分解の酵素・

 
微生物の開発

金属（V, U,Ti, Co, Mo, Mg等) 
の回収技術開発

ﾊﾞｲｵﾏｽ・CO2・二次製品等から有用

 
化学物質の生成のための触媒開発

低濃度鉱石からの
有意元素の回収システム

極限環境地域（深海、極寒、砂漠）の
工業資源開発システム

海水からの
有意元素の回収システム

産業における長・中期計画の範囲

高回収率を実現するための、

 
還元細菌・酸化微生物など

 
を用いたバイオリーチング

 
技術開発
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長期

超長期
ﾃﾞｨﾍﾟﾝﾀﾞﾌﾞﾙｱｰｷﾃｸﾁｬ技術開発、ﾃﾞｨﾍﾟﾝﾀﾞﾌﾞﾙｿﾌﾄ

 
ｳｪｱ開発、ﾃﾞｨﾍﾟﾝﾀﾞﾌﾞﾙﾃﾞﾊﾞｲｽ開発、人の危機管

 
理能力の応用技術開発

ｾﾝｻｰﾈｯﾄﾜｰｸ技術開発、ｾﾝｻｰとｱｸﾁｭｴｰﾀｰの小

 
型化・低消費電力化技術の開発

小型・低消費電力デバイス技術開発、高精

 
細・大画面の三次元ディスプレイ技術開発、

 
ウェアラブルデバイス技術開発、高分子材

 
料の長寿命化技術開発、構成材料のウェザ

 
リングの機構解明および抑制技術の開発

ネットワークアーキテクチャ技術開発

場所と時間を選ばない
コミュニケーションシステム

総合情報処理システム
（医療、社会インフラ、輸送機械、基幹産業など）

画像認識技術開発、音声・言語認識・合

 
成技術開発、ｺﾝﾃｸｽﾄ理解技術開発、人

 
の危機管理能力の応用技術開発

人が発する情報を処理・理解・
表現・伝達するシステム

ユーザーインターフェースとしてのセン

 
サ技術とアクチュエータ技術の開発

ﾏﾙﾁｺｱのﾏｲｸﾛﾌﾟﾛｾｯｻ技術開発

人の危機管理能力の応用技術開発、画像認識技術開発

人の高度な判断を支援・代行できるシステム

ユーザーインターフェースとしてのセンサ技術とアクチュエータ技術の開発

情報通信産業の科学技術イノベーションのための研究開発の推進指針

産業技術ユニット

使っていることを感じさせずどこにでも遍在し利用できる
コミュニケーションシステム

 

(PUC: Pervasive Ubiquitous Communication)* 

使っていることを感じさせずどこにでも遍在し利用できる
コミュニケーションシステム

 

(PUC: Pervasive Ubiquitous Communication)*
安全安心な社会を実現する
情報通信システム

安全安心な社会を実現する
情報通信システム

*原丈人，「21世紀の国富論」，平凡社(2007) 

大規模システムの信頼性向上のための自己適応システム

アンブレラ
産業の目的

システム課題

◆産業の基盤技術における日本の国際競争力の強さ 強い 強くない 今後グローバルに産業の基盤として構築していく必要がある

産業における長・中期計画の範囲

棲み分け・協働化による周波数帯の有効利用システム

関連する新科学技術；

 

【合成樹脂、ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ製品関連、窯業・土石製品、鉄鋼、非鉄金属、金属製品】新機能（磁性、導電性など）発現化技術、材料の劣化機構の解明、

 
高純度化技術と微量添加元素の機能発現における役割解明、微細構造観察技術と微細構造制御のためのﾀﾞｲﾅﾐｸｽ解明、導電性材料の透明化機構解明

 

【電子・電

 
気機器、電子計算機・同付属装置、通信機械関連】ｾﾏﾝﾃｨｸｽ、自然言語処理技術、人間の情報処理機構の解明、ﾅﾚｯｼﾞﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ技術、ﾃﾞｨﾍﾟﾝﾀﾞﾋﾞﾘﾃｨ技術、低消費電

 
力化技術、周波数有効利用技術

 

【半導体素子・集積回路、電子部品、電子応用装置、電気計測器関連】有機電子材料開発、強相関電子材料開発、ｽﾋﾟﾝﾄﾛﾆｸｽ、量

 
子効果素子化技術、ﾌﾟﾗｽﾞﾓﾆｸｽ、MEMS・NEMS加工技術、低消費電力化技術、ﾅﾉ構造制御による放熱技術

 

【精密機械】ﾈｯﾄﾜｰｸｾｷｭﾘﾃｨ技術

 

【通信・放送関連】ﾈｯﾄ

 
ﾜｰｸｱｰｷﾃｸﾁｬ、ﾈｯﾄﾜｰｸｾｷｭﾘﾃｨ技術、ﾃﾞｨﾍﾟﾝﾀﾞﾋﾞﾘﾃｨ技術、周波数有効利用技術

 

【調査・情報サービス関連】大規模情報処理技術、ｾﾏﾝﾃｨｸｽ、自然言語処理技術、人

 
間の情報処理機構の解明、ﾅﾚｯｼﾞﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ技術、ﾃﾞｨﾍﾟﾝﾀﾞﾋﾞﾘﾃｨ技術、

 

【システム課題】大規模情報処理、ﾅﾚｯｼﾞﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ技術



27

関連する新科学技術；

 

【農林水産業】食品毒性評価技術、分子制御技術、生物の環境応答機構解明

 

【食料品・たばこ・飲料】食品毒性評価技術

 
【一般機械、電子計算機・同付属装置、電子応用装置、電機計測器、電子部品、精密機械】ネットワークアーキテクチャ技術

水産食料資源の陸上施設での
安定生産システム

需要に即応し、多様な作物を
安定的に生産できる植物工場

高収量率・適時収獲ゲノム育種技術開発、成

 
長の分子制御による養殖管理技術開発

環境ストレス耐性の強いゲノム育種技術開発、

 
開花・登熟の分子制御による露地栽培管理技

 
術開発、圃場環境情報に基づいた栽培管理

 
技術開発、GMOの安全性評価技術開発

植物の育種、生育環境の制御による
露地での安定生産システム

産業技術ユニット

食料産業の科学技術イノベーションのための研究開発の推進指針

アンブレラ
産業の目的

システム課題

食物の安定生産食物の安定生産

中期

産業における長・中期計画の範囲

長期

◆産業の基盤技術における日本の国際競争力の強さ 強い 強くない 今後グローバルに産業の基盤として構築していく必要がある

高収穫率・適時収穫ゲノム育種技術開発、開

 
花・登熟の分子制御による工場栽培管理技術

 
開発

新品種・新生産システムで生産された食料の安全性評価

最適な生育状態の監視に基づく栽培/飼育環境の制御システム
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まとめ

• 研究開発戦略で重要なのは、目標を掲げ、その目標達成のために重
 点的に取り組むべき研究開発領域を抽出すること。

• そのとき、目標達成における緊急性と、課題解決の担い手の階層構
 造を明確にする必要がある。

• 本日紹介したのは、産業の国際競争力を強化するイノベーションを起
 こすことを目標とし、このための戦略を立案するにあたり、研究開発領

 域を抽出する方法。
• この方法によって、各研究ディシプリンの俯瞰図に基づき切り出され

 ている研究開発領域を、目標達成の方向に牽引することができる。こ

 れが、CRDSで戦略プロポーザルをまとめていく方法の一つ。
• 抽出された研究開発領域には、先端計測・分析関連の研究課題が含

 まれている場合がある。また、 CRDS計測担当やＭＥＸＴが、研究課題
 を指摘し協同で研究開発領域を抽出することもある。

• 今後CRDSでは、このようにして、先端計測・分析関連で取り組むべき
 研究課題を抽出し、戦略プロポーザルを作成していく。

• 先端計測分析技術・機器開発事業には、このような方法で、戦略的に
 抽出・選定された開発領域・研究課題に取り組むことを期待し、研究

 開発戦略の立案方法を提案した。

産業技術ユニット
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appendix
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• アンブレラという言葉は、生態系（エコシステム）の保全
 において使われている言葉から借用したものである。

• アンブレラ種とは、生態系ピラミッドの最高位に位置し、
 生息するために必要とする面積の大きい生物種を指す。

• アンブレラ種の傘下には多様な生物が生息しており、あ
 る地域のエコシステムを持続可能とすることは、アンブレ
 ラ種が生息できる環境を保全することを意味する。

• アンブレラ種の意味から連想できるように、アンブレラシ
 ステムは、システムとして立体的な構造をしており、傘下
 にさらにサブシステムを構成している場合もある。

• システムを構成している要素をエレメントと呼び、エレメン
 トから構成されているアンブレラシステムを、産業の観点
 からアンブレラ産業と呼ぶことにした。

アンブレラ産業の言葉の背景

産業技術ユニット
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研究開発戦略立案のための産業技術俯瞰図

産業技術ユニット

2009.3発行済み

戦略提言は、CRDSのHPに掲載されています
http://crds.jst.go.jp/output/pdf/08sp10.pdf
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